
入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。

平成 年８月 日16 20

国立大学法人東北大学理事 北村 幸久

◎調達機関番号 ４１５ ◎所在地番号 ０４

第１号

１ 事業概要

( ) 品目分類番号 ４１、４２、７５、７８1

( ) 事業名 東北大学（三条）学生寄宿舎整備2

事業

3 19( ) 事業場所 宮城県仙台市青葉区三条町

－１（東北大学三条団地）

( ) 事業概要 ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式）によ4

る学生寄宿舎施設の設計、工事監理、建設、

維持管理及び運営業務

( ) 事業期間 事業契約締結の日の翌日から平5

成 年３ 月 日まで31 31

２ 競争参加資格等

( ) 入札参加者の構成等1

入札参加者は、単独企業（以下「入札参加①
企業」という ）又は複数の企業で構成され。

るグループ(以下「入札参加グループ」とい

う ）であること。。

入札参加者は、入札参加企業又は入札参加②
グループの構成員が本事業の遂行上果たす役

割を明らかにするとともに、入札参加グルー

プで申し込む場合には、入札参加表明書の提

出時に代表企業名を明記し、必ず代表企業が

入札手続を行うとともに、大学との対応窓口

となること。

入札参加者は、入札参加企業又は入札参加③
グループの構成員以外の者で、事業開始後、

選定事業者から直接業務を受託し、又は請け

負うことを予定している者（以下「協力会社

」という ）についても、入札参加表明時に。

おいて協力会社として明記すること。



( ) 入札参加者及び協力会社の参加要件2

入札参加者及び協力会社のいずれも、以下

の要件を満たすこと。

国立大学法人東北大学契約事務取扱細則第①
６条及び第７条の規定に該当しない者であり

、かつ同細則第８条に規定する資格を有する

者であること。

会社更生法（昭和 年法律第 号）に基② 27 172

づき更生手続き開始の申立をしていない者又

は民事再生法（平成 年法律第 号）に基11 225

づき再生手続き開始の申立をしていない者で

あること。

参加表明書及び参加資格確認に必要な書類③
の提出期限から落札者の選定が終了するまで

の期間に、国立大学法人東北大学理事（以下

「財務担当理事」という ）から「建設工事。

の請負契約に係る指名停止等の措置要領につ

いて （平成６年５月 日付け文施指第 号」 17 83

文教施設部長通知）に基づく指名停止を受け

ていない者であること。

大学が本事業について、アドバイザリー業④
務を委託しているプライスウオーターハウス

クーパース・フィナンシャル・アドバイザリ

ー・サービス（株 （以下「ＰｗＣＦＡＳ」と）

いう ）並びにＰｗＣＦＡＳが本アドバイザ。

リー業務において提携関係にある（株）安井

建築設計事務所及びアンダーソン・毛利法律

事務所が参加していないこと。

入札参加企業、あるいは入札参加グループ⑤
の構成員及び協力会社のいずれかが、他の入

札参加企業、入札参加グループの構成員又は

協力会社として参加していないこと。

審査委員会の委員が属する企業又はその企⑥
業と資本面若しくは人事面において関連ある

者が参加していないこと。

最近１年間の国税（法人税等）を滞納して⑦
いない者であること。

経営状況が健全であること。⑧
不正又は不誠実な行為がないこと。⑨



( ) 入札参加者及び協力会社の資格等要件3

入札参加企業、入札参加グループ及び協力

会社のうち設計、工事監理、建設及び維持管

理及び運営の各業務に当たる者は、それぞれ

次の要件を満たすこと。

なお、複数の要件を満たす者は当該複数の

業務を実施することができることとし、また

、同一業務を複数の者で実施する場合もその

全ての要件をすべて満たすこと。ただし、工

事監理業務と建設業務については、兼務する

ことはできない。また、資本面若しくは人事

面において関連がある場合も同様とする。

ア 設計に当たる者は次の要件を満たすこと。

文部科学省において平成 ･ 年度設計① 15 16

・コンサルティング業務に係る有資格者と

して登録されている者であること。

建築士法（昭和 年法律第 号）第② 25 202

条の規定に基づく一級建築士事務所の23

登録を行っていること。

平成６年度以降に担当者（相当程度の責③
任をもって業務に従事した者）として、下

記に示す業務に従事し、完了した経験を有

する総括技術者及び主任技術者を専任で配

置できること。なお、同じ技術者が複数の

役割及び分野を担当することを妨げるもの

ではない。

鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄

筋コンクリート造、地上５階建以上かつ延

べ面積 以上の学生寄宿舎又は集合4,000 ㎡
住宅。

イ 工事監理に当たる者（建築基準法（昭和

年法律第 号）第５条の４第２項の規25 201

定に基づき設置するものとする ）は次の要。

件を満たすこと。

( )ア に同じ。① ①3

( )ア に同じ。② ②3



平成６年度以降に担当者（相当程度の責③
任をもって業務に従事した者）として、下

記に示す業務に従事し、完了した経験を有

する者を建築工事・電気設備工事・機械設

備工事にそれぞれ専任で配置できること。

鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄

筋コンクリート造、地上５階建以上かつ延

べ面積 以上の学生寄宿舎又は集合4,000 ㎡
住宅。

ウ 建設に当たる者は、次の要件を満たすこ

と。

建設に携わる入札参加企業、入札参加グ①
ループの構成員又は協力会社は、文部科学

省において一般競争参加者の資格を有し、

各工事において「一般競争参加者の資格」

（平成 年１月６日文部科学大臣決定）13

第１章第４条で定めるところにより算定し

た点数（一般競争（指名競争）参加資格認

定通知書の記２の点数）が次の点以上であ

ること。

建設全般を統括する企業は以下のいずれか

の点数以上であること。

建築一式工事 １，２５０点

電気工事 １，１５０点

管工事 １，１５０点

上記以外の入札参加企業、入札参加グルー

プの構成員又は協力会社は、各工事において

以下の点数以上であること。

建築一式工事 １，０５０点

電気工事 ９５０点

管工事 ９５０点

なお、複数の工事を同一の企業が実施す

ることは、差し支えない。また、各工事を

複数の企業が共同して実施することは差し

支えない。ただし、この場合においては、

共同して工事を実施する全ての入札参加企

業又は入札参加グループの構成員及び協力

会社が上記を満たすものとする。



提案内容に対する建設業法（昭和 年② 22

法律第 号）の許可業種につき許可を有100

しての営業年数が３年以上であること。た

だし、相当の施工実績を有し、確実かつ円

滑な共同施工が確保できると認められる場

合においては、許可を有しての営業年数が

３年未満であっても同等として取り扱うこ

とができるものとする。

平成６年度以降に、元請として完成・引③
渡しが完了した下記の基準を満たす各工事

に対応した新営工事を施工した実績を有す

ること （共同企業体の構成員としての実。

績は、出資比率が 以上の場合のもの20 ％
に限る ）。

なお、複数の建設企業が下記に示す建設

工事ごとに共同して施工する場合にあって

は、すべての企業が工事種類ごとの下記の

施工実績を有すること。

鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄

筋コンクリート造、地上５階建以上かつ延

べ面積 以上の学生寄宿舎又は集合4,000 ㎡
住宅。

次に掲げる基準を満たす主任技術者又は④
監理技術者を当該工事に専任で配属できる

こと。

建築工事a

一級建築施工管理技士又はこれと同等

以上の資格を有する者であること。なお

「これと同等以上の資格を有する者」と

は、一級建築士又はこれらと同等以上の

資格を有する者として国土交通大臣が認

定した者であること。

電気設備工事b

一級電気工事施工管理技士又はこれと

同等以上の資格を有する者であること。

なお 「これと同等以上の資格を有す、

る者」とは、技術士（技術士法による第

二次試験のうち、技術部門を電気・電子

部門、建設部門又は総合技術管理部門（



選択科目を「電気・電子」又は「建設」

とするものとに限る ）とするものに合。

格した者）の資格を有する者又はこれら

と同等以上の資格を有する者として国土

交通大臣が認定した者であること。

機械設備工事c

一級管工事施工管理技士又はこれと同

等以上の資格を有する者であること。な

お 「これと同等以上の資格を有する者」、

とは、技術士（技術士法による第二次試

験のうち、技術部門を機械部門（選択科

目を「流体機械」又は「冷暖房及び冷凍

機械」とするものに限る 、水道部門、。）

衛生工学部門又は総合技術管理部門（

選択科目を「機械－流体機械 「機械」、

－冷暖房及び冷凍機械 「水道」又は「」、

衛生工学」とするものに限る ）とする。

ものに合格した者）の資格を有する者又

はこれらと同等以上の資格を有する者と

して国土交通大臣が認定した者であるこ

と。

平成６年度以降に、元請として完成・引d

渡しが完了した上記( )ウ に掲げるそれ3 ③
ぞれの工事の経験を有する者であること。

監理技術者にあっては、監理技術者資e

格者証を有する者であること。

エ 維持管理に当たる者は、次の要件を満た

すこと。

文部科学省競争参加資格（全省庁統一規①
格）において平成 年度に東北地域の「16

役務等の提供」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格

付けされている者であること。

請負を実施するに必要とする資格を有し②
ていることを証明さけた者であること。

平成６年度以降に、下記の維持管理の実③
績を一年間以上有すること。

延べ面積 以上の学生寄宿舎又は4,000 ㎡
集合住宅の維持管理。



オ 運営に当たる者は、次の要件を満たすこ

と。

文部科学省競争参加資格（全省庁統一規①
格）において平成 年度に東北地域の「16

役務等の提供」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格

付けされている者であること。

現に定員５０名以上の学生寄宿舎、研修②
施設、又はその他宿泊施設の運営を行って

いるもの。

( ) 入札参加者の構成員の変更等4

入札参加資格確認申請書等により参加の意

思を表明した入札参加者及び協力会社の変更

及び追加は原則として認めない。ただし、や

むを得ない事情が生じた場合は、大学と協議

を行うこととする。

３ 入札手続等

( ) 担当部局1

2-〒980-8577 宮城県仙台市青葉区片平
東北大学施設部計画課施設経理係長1-1

022-217-4946高橋徹電話

( ) 入札説明書等の交付期間及び方法2

16 8 20 16 12 2平成 年 月 日から平成 年 月

http://www.bureau.tohoku.ac日まで ＵＲＬ：

.jp/sisetubu/pfi.html URL:http://sisetuwebl.m、

ext.go.jp/mdbskn/fronsite/MFOOO.asp?BT=M

( ) 入札説明会及び現場説明会の時間及び場3

所

入札説明会①
平成 年８月 日午後１時 分か16 26 30

ら午後２時 分まで宮城県仙台市青葉30

区片平 東北大学金属材料研究所２2-1-1

号館１階講堂

現場説明会②
平成 年８月 日午後３時 分か16 26 30

ら午後４時 分まで宮城県仙台市青葉30

区三条町 東北大学国際交流会館共19-1

通棟２階談話ロビー



( ) 入札参加表明書及び入札参加資格確認4

申請書及び資格確認資料の提出期間、提

出場所及び提出方法

平成 年８月 日から平成 年８月16 26 16

日午後５時まで 上記３( )に同じ。30 1

持参すること。

( ) 入札書及び入札提案書の提出期間、5

提出場所及び提出方法

16 12 16 12平成 年 月１日から平成 年

月３日午後２時まで（ただし、郵送によ

16 12る入札書等の受領期限は、平成 年

月２日午後５時）上記３( )に同じ。持1

参又は郵送すること。電送による入札は

認めない。

( ) 開札の日時及び場所6

平成 年 月３日午後３時 分16 12 00

980-8577 宮城県仙台市青葉区片平〒
東北大学材料・物性総合研究棟１2-1-1

階大会議室

４ その他

( ) 手続において使用する言語及び通貨1

日本語及び日本国通貨。

( ) 入札保証金及び契約保証金2

入札保証金は、免除する。①
契約保証金は、免除する。②
ただし、選定事業者は建設工事の履行を確

保するため、事業契約締結の日から施設引渡

日までを期間として、建設工事に相当する金

額（設計費及び工事監理費を含む ）の 分。 100

の 以上について、財務担当理事又は、選10

定事業者を被保険者とする履行保証保険契約

を締結し、事業契約締結後、速やかに当該履

行保証保険契約に係る保証証券を財務担当理

事に提出すること。なお、選定事業者を被保

険者とする履行保証保険契約が建設企業によ

って締結される場合は、選定事業者の負担に

より、その保険金請求権に、事業契約に定め

る違約金支払債務を被担保債務とする質権を

財務担当理事のために設定するものとする。



( ) 入札の無効3

次のいずれかに該当する入札は無効とし、

無効の入札を行った者を落札者とした場合に

は落札決定を取り消すものとする。

なお、財務担当理事により入札参加資格の

あることを確認された者であっても、開札の

時において指名停止措置要領に基づく指名停

止を受けている者等、開札の時において２に

掲げる資格のない者は入札参加資格のない者

に該当する。

本公告に示した入札参加資格のない者のし①
た入札

委任状を持参しない代理人のした入札②
「入札参加表明書」に記載された応募グル③
ープの代表者以外のした入札

「入札参加表明書」その他の一切の提出し④
た書類に虚偽の記載をした者の入札

記名押印の欠いた入札⑤
金額の訂正した入札⑥
誤字、脱字等により意思表示が不明確であ⑦
る入札

明らかに連合によると認められる入札⑧
同一事項の入札について他の代理人を兼ね⑨
、又は２人以上の代理をした者の入札

( ) 落札者の決定方法4

国立大学法人東北大学契約事務取扱細則第

条の規定に基づいて作成された予定価格の20

制限の範囲内であり、入札説明書等で指定す

る性能等の要求水準のうち必須とされた項目

を全て満たしている提案をした入札者の中か

ら、入札説明書等で定める総合評価の方法を

もって落札者を決定する。

( ) 手続における交渉の有無 無。5

( ) 契約書作成の要否 要。6

( ) 本件事業以外の業務で、本件の事業に直接7

関連する業務に関する契約を本件事業の契約

の相手方と随意契約により締結する予定の有

無 無。



( ) 入札提案書のヒアリングを行う。8

( ) 関連情報を入手するための照会窓口9

2-〒980-8577 宮城県仙台市青葉区片平
東北大学施設部計画課計画第二係1-1

電話 。022-217-4950

( ) 一般競争参加資格の認定を受けていない者10

の参加

①、同 ①、同 ①、 ①、上記２( )ア イ ウ 同エ3

及びオ に掲げる競争参加資格の認定を受け①
ていない者及び有資格業者の登録を行ってい

ない者も上記３( )により入札参加表明書及4

び入札参加確認審査申請書を提出することが

できるが、入札に参加するためには、開札の

時において、当該資格の認定を受け、かつ、

入札参加資格の確認をうけなければならない。

( ) 詳細は入札説明書等による。11

５ Ｓｕｍｍａｒｙ

( ) Ｃｏｎｔｒａｃｔｉｎｇ Ｅｎｔｉｔｙ：Ｙ1

ｕｋｉｈｉｓａ Ｋｉｔａｍｕｒａ，Ｅｘｅｃ

ｕｔｉｖｅ Ｄｉｒｅｃｔｏｒ

（ ) Ｃｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ ｏｆ ｓｅ2

ｒｖｉｃｅｓ ｔｏ ｂｅ ｐｒｏｃｕｒｅｄ：

４１，４２，７５，７８

( ) Ｓｕｂｊｅｃｔ ｍａｔｔｅｒ ｏｆ ｔｈｅ3

ｃｏｎｔｒａｃｔ：ＰＦＩ－ｂａｓｅｄ ｄｅ

ｓｉｇｎ，Ｃｏｎｔｓｒｕｃｔｉｏｎ ａｎｄ

ｏｐｅｒａｔｉｏｎ ｗｏｒｋ ｏｆ Ｂｕｉｌ

ｄｉｎｇ ｆｏｒ ａ Ｓｔｕｄｅｎｔ ｄｏｒｍ

ｉｔｏｒｙ，ｔｈｅ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ

ｏｆ Ｔｏｈｏｋｕ（ＢＴＯ－ｓｃｈｅｍｅ）

( ) Ｔｉｍｅ－ｌｉｍｉｔ ｆｏｒ ｔｈｅ ｓｕ4

ｂｍｉｓｓｉｏｎ ｏｆ ａｐｐｌｉｃａｔｉ

ｏｎ ｆｏｒｍｓ ａｎｄ ｒｅｌｅｖａｎｔ ｄ

ｏｃｕｍｅｎｔｓ ｆｏｒｔｈｅ ｑｕａｌｉｆ

ｉｃａｔｉｏｎ：５：００ｐ．ｍ ， ，Ａｕ． 30
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( ) Ｔｉｍｅ－ｌｉｍｉｔ ｆｏｒ ｔｈｅ ｓｕ5

ｂｍｉｓｓｉｏｎ ｏｆ ｔｅｎｄｅｒｓ：２：

００ｐ．ｍ ，３，Ｄｅｃｅｍｂｅｒ，２００．

４ｔｅｎｄｅｒｓ ｓｕｂｍｉｔｔｅｄ ｂｙ

ｍａｉｌ：５：００ｐ．ｍ ，２，Ｄｅｃｅｍ．

ｂｅｒ，２００４）

( ) Ｃｏｎｔａｃｔ ｐｏｉｎｔ ｆｏｒ ｔｅｎ6

ｄｅｒ ｄｏｃｕｍｅｎｔａｔｉｏｎ：Ａｃｃ

ｏｕｎｔｓ ｏｆ ｉｎｓｔｉｔｕｔｉｏｎ

ｓｅｃｔｉｏｎ ，Ｃａｍｐｕｓ Ｐｌａｎｎ

ｉｎｇ Ｄｉｖｉｓｉｏｎ，Ｆａｃｉｌｉｔｉ

ｅｓ Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ，ｔｈｅ Ｕｎｉ
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